
地理空間情報の整備、提供、活用

レビューの概要

【目的】国土地理院が整備した国土の基盤となる地理空間情報は、一次ユーザーから国民に至るまで広く提供
され、活用されている。本政策レビューでは、この整備、提供、活用に関する現状と課題を整理、評価を
行い、結果を次期「基本測量に関する長期計画」（以下「長期計画」という。）に反映する。

【必要性】これら地理空間情報の整備、提供、活用に関する施策は、地理空間情報に係る社会からのニーズ、
地理空間情報に係る技術の進展、地理空間情報に係る分野の広がり、激甚化する災害等に対応するため、
施策の内容を不断に見直す必要がある。

評価の目的・必要性

現行の第8次長期計画及びその後の社会状況の変化を踏まえて国土地理院が整備、提供してきた地理空間情
報の活用状況を調査対象とし、評価・分析を実施する。

評価対象・政策の目的

長期計画の計画期間中に実施した地理空間情報の整備、提供、活用推進に関する施策について、整備・提供
した地理空間情報の種類（（１）平時における測地測量基盤、（２）平時における基盤となる地図情報、
（３）災害時に提供する地理空間情報）ごとに、以下の観点から評価する。
・利活用状況
・社会のニーズの充足及び社会への波及効果

評価の視点

国土地理院の整備・提供した地理空間情報の利活用状況やニーズをアンケート及びヒアリング調査により把
握、整理し、その結果から長期計画の計画期間中に実施した地理空間情報の整備、提供、活用推進に関する施
策が社会に与えている効果を分析し、評価する。

評価の手法

（１）平時における測地測量基盤の整備・提供効果
電子基準点データは、測量のみならず、建設、農業など幅広い用途に活用されており、重要なインフラで
あると認識されていることから、基準点等の継続的な整備と維持管理は社会に有用であると評価できる。
高さの基準であるジオイドモデルにより、GNSS測量で標高が求められ利便性が高いと考えている者が多
い。現在行っている航空重力測量による新たなジオイドモデルもインフラになると認識されている。
基準点や国家座標の役割や存在を認知している人が約４割に達していたという結果は、位置情報の共通
ルールとしての国家座標の推進の取組の成果が現れつつあるものと考えられる。衛星測位のずれを修正する
ことが重要だと答えた人が多かったことも受け、国土地理院が定義している国家座標の活用を推進すること
で、測地測量基盤の整備の社会への貢献が一層大きくなることが期待される。

（２）平時における基盤となる地図情報の整備・提供効果
基盤となる地図については、全ての基礎となるインフラとして当たり前の存在となっていると認識されて
おり、防災地理情報や標高データについても防災・災害対応のための基礎となるインフラと認識されている。
国土地理院が整備・提供する地理空間情報は、地図調製会社や多くの民間のウェブ地図サイト、地理分野
の教科書出版会社の元データとして活用されていた。地図データの提供により、地図調製会社においてコス
ト削減等が実現している。標高データについては、今後3次元測量や地理空間情報サービスのインフラとし
ての認識も多数みられるようになることが予想される。防災地理情報については、防災意識の涵養や知識の
普及などを期待されている。高等学校で地理が必履修化されたことにより、防災・地理教育支援等を推進し
ていくことも国土地理院の重要な役割であると言える。
地理院地図については、アンケート対象者が自ら利用している割合が一定数確認でき、信頼性が高く、便
利であると認識されている。また、地理院タイルは官民問わず多くのウェブサイトで利用されている。
国民生活の下支えや、公共団体の業務の効率化の観点でも、基盤となる地図情報の整備を継続して行って
いく必要がある。

評価結果
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・災害対策本部等で活用される緊急撮影された空中写真・
オルソ画像、浸水推定図等整備

・地理院地図における災害情報の集約・提供

基盤となる地図情報の
継続的な

整備・更新・維持管理

・基盤となる地図情報の継続的な整備・更新・維持管理

・標高データの整備、活用の推進

・3次元点群データの整備

・新技術に対応したマニュアル作成

・新技術の作業規程の準則への反映

・ 3次元公共測量成果の精度担保のための取組

主な課題 今後の対応方針

測地測量基盤の
継続的な

整備・維持管理

・位置・高さの基準の整備・維持管理

・電子基準点の維持管理と安定運用

・航空重力の実施とジオイドモデルの構築

・位置情報の共通ルール「国家座標」の推進・普及啓発

災害発生時の
地理空間情報の
整備・提供

国全体の測量の
精度の担保

（３）災害時における地理空間情報の整備・提供効果
電子基準点リアルタイム解析システム(REGARD)による地震規模の推計結果は内閣府（防災担当）
において津波被害の自動算出に使われているほか、気象庁においても津波警報等の更新、南海トラ
フ地震発生可能性の評価のための参考情報として使われている。今後もREGARDの推定値を提供で
きるよう、電子基準点網の維持管理等が重要になる。
国土地理院が災害時に緊急撮影した空中写真や緊急に作成した浸水推定図などは、災害時の現地対
策本部等で活用されていることから、今後もこれらの整備・提供を継続して行う必要がある。
地方公共団体等において、国土地理院が災害時の状況を伝える地理空間情報を提供していることの
認知度は高い。測量事業者の間では、空中写真については有用であるとの認識が多く、また浸水推
定図は認知度が低いという結果になったが、メインユーザーである地方公共団体等の認知のもとに、
活用される地理空間情報を提供することが国土地理院の使命である。今後は、各プロダクトのニー
ズに注視しつつ、災害時の状況を伝える地理空間情報の整備・提供を継続的に実施する必要がある。
また、災害時には地理院タイルのアクセス数が急増することから、地理院地図における災害情報の
一元的な提供が活用に資するものとなっていると考えられる。したがって、今後も継続的に地理院
地図において災害情報を一元的に提供する必要がある。

評価結果

教育等の測量分野以外
での利用促進

・教育コンテンツの拡充

・地理空間情報の意義の普及や認知度の向上


